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Ⅰ．緒言 




対して 2 回のアンケート調査を実施し，認証制度の内容について検討を行った 1）。その結果，実施者，活動計
画，活動時間，活動内容，活動時の職員体制，質の担保，安全対策の 7 項目について要件・基準を定めた 2）。
特に活動時間については多くの議論がなされたが，普段の活動から少し取組を強化することで可能となる時間
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これら議論を踏まえ，審議部会は第 1 次申請のあった 18 施設全てが適格であると答申した（平成 29 年 9 月















稚園等とっとり自然保育認証制度」に申請可能な鳥取県下の全ての幼児教育・保育施設（2018 年 7 月 1 日時
点）の 291 施設である（表 1 参照）。回答は管理職にお願いする旨をアンケート用紙に示し，郵送によって配
布した。回答していただいた後，研究代表者の所属先に返信していただくという方法で行った。発送は平成 30




東部地区 中部地区 西部地区 総数 
























 「保育所，幼稚園等とっとり自然保育認証制度」に申請可能な鳥取県下の全ての幼児教育・保育施設 291 園
に 1 通ずつ発送したアンケートは 211 の回答数があり，回収率は 72.5％という結果であった（※百分率は，小










する回答は無視することとした。第 2 に，自由筆記欄に示された内容は，その全てを記すこととした。 
 
表2「アンケートの回答数と回収率」 
 東部地区 中部地区 西部地区 無回答 総数 
回答数 73 44 93 1 211 



































いたところ，「0～19 名」の間による回答が 28（％）と最も多く，「80～99 名」の間による回答が 26（％），
「40～59 名」の間による回答が 24（％）と続く回答結果であった（最少は 0 名，最大は 238 名。無回答は３。




































































 ・認証を受けた事を県政だより，県の HP 等で PR してもらい，園を知ってもらう事が出来た。リスクマネジメント，安全教育の保
育活動の見なおし 自然体験活動における必要な経費を支援 
 ・園の特色として位置づけて発信が可能 保護者による園の魅力の再発見，再評価 教職員の教育，保育に対する意欲の向上 
 ・これまでも地域の自然や園内の自然を活用した保育を行ってきたが，認証を受けることで，自然保育を年間指導計画の中に位置づ
け更に自覚的に実践するようになっている。 
 ・補助金の活用 マニュアルの整備 
 ・自らの保育のあり方を自然の活用という観点から見直す機会になっている。 
図5「認証施設における制度の活用状況」 





























































が 35（18.8％），「いいえ」が 146（78.5％），無回答が 5（2.7％）






















































































































































































































































 今回行ったアンケート調査は，用紙を送付した 291 施設のうち 211 施設から回答があり，回収率は 7 割を超
えた。地区別に見ても大きな偏りがなく，その結果はおおよそ信頼性の担保されたものなったと判断される。









「とっとり自然保育認証制度」の認証を受けている施設は 2019 年 1 月現在で 22 施設あるが，今回の調査で
はそのうち 20 施設からの回答を得られており，認証施設からの声をおおよそ反映できる結果となった。当該
制度の活用状況を見ると，活用できている状況と感じている施設が 8 割いる一方で，活用できていないと感じ












































































2 「とっとり自然保育認証制度」の要件・基準については，下記 URL の鳥取県ホームページで紹介されている。 








議会の検討過程から―」『日本保育学会 第 71 回大会発表要旨集』p.847 
 ・武田信吾, 南潮（2018）「鳥取県における保育所，幼稚園等を対象とした自然保育認証制度の創設について―第二報：安
全マニュアル作成に関する議論―」『日本保育学会 第 71 回大会発表要旨集』p.848 
5 地域型保育事業とは，2105 年 4 月にスタートした「子ども・子育て支援制度」において給付対象となった「小規模保育事
業」，「家庭的保育事業」，「居宅訪問型保育事業」，「事業所内保育事業」のことであり，本調査では，それらの事業を行う施
設を「地域型保育事業施設」とした。 
6 「とっとり自然保育認証制度」の認証施設の取り組みについては，下記 URL の鳥取県ホームページで紹介されている。 
 https://www.pref.tottori.lg.jp/269852.htm（2019 年 1 月 18 日閲覧） 
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武田信吾・南潮：地方行政が進める自然保育における現状と課題
